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1.組織の概要

会社概要

社　名 株式会社　浜松パルス

代表者 代表取締役社長　 　　　鈴木　康之

環境管理責任者 品質技術G 係長 藤田　宏晃 h.fujita@h-pulse.co.jp
担当 総務 古川　伸美 n.furukawa@h-pulse.co.jp

従業員数 127名 都田工場　126名　(2023年12月時点）

事業の概要 プリント基板実装組立・製品組立
・電子楽器、産業用制御機器、探知機等の基板実装
･業務用プリンター・インク製品、防犯機器関連、探知機等の組立

都田工場(生産拠点）
床面積 3,991ｍ2 〒431-2103

静岡県浜松市浜名区新都田4-2-1
TEL：053（428）8680（代）
FAX：053（428）8681
*プリント基板実装設備保有

本社
床面積 459ｍ2 〒430-0846

静岡県浜松市中央区白羽町２４１２－１
TEL：053（441）4822

設立/沿革 1964年（昭和39年）６月 浜松無線製作所（本社・白羽工場）を創設
1987年（昭和62年）2月 株式会社浜松パルスに改称
1998年（平成10年）10月 ISO9002　認証取得
2003年（平成15年）9月 ISO9001/2000年度版　認証取得
2004年（平成16年）6月 第２工場の稼動
2006年（平成18年）9月 エコアクション２１　認証取得　
2013年（平成25年）2月 都田工場の新設に伴い第2工場を閉鎖
2013年（平成25年）4月 都田工場の稼動
2017年（平成29年）8月 ISO9001/2015年度版　認証取得
2017年（平成29年）10月 都田工場に生産拠点を集約

資本金 1000万円

決算期 5月

売上高 80,146万円（2023年6月～2024年5月）

取引銀行 静岡銀行　　静岡中央銀行　　浜松いわた信用金庫

主要取引先 ローランド株式会社
ローランドディージー株式会社
ヤマハ発動機株式会社
本多電子株式会社
アツミ電氣株式会社
鈴木電機工業株式会社
株式会社浜モトニューロー

- 1 -

mailto:h.fujita@h-pulse.co.jp
mailto:n.furukawa@h-pulse.co.jp


作成日

適用日

承認 確認 作成

対象合計 125名 製造部 117名 営業部 5名 総務 3名
社長・会長 2名 　(基板G 28名)

総合計 127名 　(組立G 72名)

　（品技G 　4名）

　（資材G 13名）

環境経営システム　役割・責任・権限表
代表者（社長） ・環境経営に関する統括責任 EA21事務局 ・環境経営システムの運用・改善

・環境経営システムの実施及び管理に必要な、人、設備、 ・環境への負荷の自己チェックの実施

　費用、時間、技能技術者の準備 ・環境経営計画の作成と確認

・環境管理責任者の任命 ・環境活動内容の作成

・環境経営方針の策定・見直し及び全従業員への周知 ・環境経営レポートの作成

・環境経営目標設定の承認 ・環境経営目標及び環境経営計画の実績と評価

・代表者による全体の評価と見直し・指示の実施 ・環境上の緊急事態への準備及び対応に関する手順書の作成、

・環境経営レポートの承認 　訓練及びその記録

・環境関連の外部コミュニケーションの窓口

EA21管理責任者 ・環境経営システムの構築・実施・管理

・環境経営計画の実績集計と承認 部門長 ・自部門における環境経営システムの実施

・環境関連法規等への遵守状況の確認と評価 ・自部門における環境経営方針及び環境経営目標の周知

・環境経営レポートの確認及び地域事務局への送付 ・自部門に関連する環境経営目標及び環境経営計画の実施、

・環境への取組の自己チェックの実施 　及び達成状況の報告

・自部門の所属メンバーに対する教育訓練の実施

全従業員 ・環境方針の理解と環境への取り組みの重要性を自覚 ・自部門の問題点の発見、是正、予防処置

・決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動へ参加。

【2023年12月1日時点】

株式会社浜松パルス組織図
2023年6月1日

2023年6月1日

「品質マネジメント機能組織図（21.1.12改訂版）」より作成

鈴木 永田 藤田
会長

第三製造第一製造 第二製造 第四製造

品質管理

営業G

営業部

ISO/EA21事務局

社長

総務

材料管理 購買管理 営業企画

生産課

営業業務

社長

永田部長

浅岡部長

鈴木良係長

藤田係長

浅岡部長 小島係長猿渡係長

ISO9001

管理責任者

EA21

管理責任者

品質管理

責任者

環境物質

管理責任者

UNマーク

管理責任者

生産管理生産管理

藤田係長

安全衛生委員会

危険物

保安監督者

安全管理者

衛生管理者

浅岡部長

品質技術G 資材G基板製造G 組立製造G

冨永課長

浅岡部長

生産技術 生産技術 生産技術生産技術

安全管理者

製造部

岡本部長

生産戦略

EA２１対象 ・・・都田工場、本社・白羽工場(生産活動無し）

業務課
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2.環境経営方針

・お客様のあらゆるニーズに継続的な対応力を通じて満足して頂ける製品を提供する。

・お客様のニーズに対し常に信頼される技術力を以って安心感のある製品の提供をする。

・顧客満足は全ての従業員の使命であり、

　お客様と同じ喜びを目指し、より良い製品の提供に努める。

株式会社浜松パルスは、地球環境の保全が地球全体の為の重要課題であると認識し

企業活動全ての領域において地球環境の保全に配慮し行動します。

環境理念を主眼に以下の基本方針で行動します。

　 ・環境マネジメントの継続的改善に努めます。

・環境関連の規制条例に対する意識の向上と定められた事項を遵守します。

・環境目的、目標を定め継続的改善を図り環境負荷の低減に努めます。

・5S活動を継続的に実施し、エネルギー効率を上げ、経費削減と作業効率改善による

　　粗利益率UPという課題に対し、全社で取り組んでいきます。

・SDGs活動の理解を進め、環境に良い職場を目指し、地域社会との共存共栄を目指します。

この環境方針は従業員に周知し、環境活動に取り組みます。

改定日：2019年6月1日

制定日：2005年11月15日

課題とチャンス
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3.環境経営目標及び環境経営計画の実績と評価
環境経営目標の実績と評価、次年度以降の目標
実績と評価

37期実績 38期 目標 38上期実績 38期実績 評価ランク

2022年度 2023年度 2023年度 2023年度 達成比率

1 温室効果ガスの低減 CO2排出量比率 目標達成率 126% - 105% 100%
（二酸化炭素排出量） （Kg-CO2） 257,103 - 148,656 321,393 A

（対生産量比率） ‐ 0.33 0.40以下 0.38 0.40
電力使用量比率 目標達成率 118% - 99% 110%

（電力使用量） （ｋｗｈ） 632,373 - 369,752 678,675 A

（対生産量比率） ‐ 0.80 0.94以下 0.95 0.85
ガソリン使用量比率 目標達成率 148% - 143% 146%

（ガソリン使用量） （Ｌ） 4,683 - 2,147 4,168 A

（対生産量比率） ‐ 0.59 0.97以下 0.55 0.52
2 水使用量の低減 水原単位比率 目標達成率 135% - 126% 130%

（水使用量） （㎥） 572 - 318 633 A

（水原単位） （㎥/人） 5.20 - 2.50 4.98
（対生産量比率） ‐ 0.66 0.89以下 0.66 0.62

3 廃棄物排出低減と 総排出量比率 目標達成率 119% - 128% 139%
リサイクル推進 （一般廃棄物総排出量） （ｋｇ） 20,058 - 8,003 14,423 A

【一般廃棄物】 （対生産量比率） ‐ 25.4 29.3以下 21.1 18.0

リサイクル率 目標達成率 98% 95% 92% B*

（％） 89.9% 91.4%以上 86.4% 83.8%
【産業廃棄物】 総排出量比率 目標達成率 106% - 72% 49%

産業廃棄物総排出量 （ｋｇ） 23,399 - 13,819 34,498 B*

（対生産量比率） ‐ 29.7 28.4以下 36.4 43.0

リサイクル率 目標達成率 93% - 100% 103% A

（％） 89.6% 93.9%以上 93.9% 96.7%

4 自社サービスにおける 鉛フリ－化率の維持継続 目標達成率 100% - 100% 100% A

環境負荷への低減取組 共晶半田→鉛フリ－ （％） 99.9% 99.7%以上 99.9% 99.8%

* 一般廃棄物のリサイクル率と産業廃棄物の総排出量比率はB*とした。

＊「一般廃棄物リサイクル率」B*説明

リサイクル率は下がり、C判定になるところだが、ペーパーレス浸透により

紙などの再資源化廃棄物が減少したため、リサイクル率は目標達成せずとも、ペーパーレス率が+33％と良い傾向を示している。よって、評価はコメント付きB*とした。

＊「産業廃棄物総排出量」B*説明

総排出量比率は大幅に上昇し、C判定になるところだが、

客先都合により廃棄物を引き受けたため、当該引き受け分は特殊要因として排除した結果を考慮すると、評価はBとなる為、コメント付きB*とした。

・CO2排出係数は中部電力ミライズ㈱0.459（前期0.388と比較して+18％係数増加）を使用。

・「対生産量比率」については数値が低いほど良化していると評価。

・「リサイクル率」と「鉛フリー化率」は数値が高いほど良化していると評価。

・化学物質は使用していない為、目標設定はしていない。

次年度以降の環境経営目標
38期目標 38期実績 39期目標 40期目標 41期目標
2023年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

（2023.6～2024.5） （2023.6～2024.5） （2024.6～2025.5） （2025.6～2026.5） （2026.6～2027.5）

1 温室効果ガスの低減 CO2排出量 A 継続 継続 継続

（CO2排出量対生産量比率） 比率 0.40以下 0.40 0.44 0.44 0.44 37期設定中期目標継続

電力使用量 A 継続 継続 継続

（電力使用量対生産量比率） 比率 0.94以下 0.85 0.98 0.98 0.98 37期設定中期目標継続

ガソリン使用量 A 見直し 見直し 継続

（ガソリン使用量対生産量比率） 比率 0.97以下 0.52 0.97 0.97 0.97 38期目標に見直し

2 水使用量の低減 水原単位比率 A 見直し 見直し 継続

（水原単位対生産量比率） 比率 0.89以下 0.62 0.89 0.89 0.89 38期目標に見直し

3 廃棄物排出低減と 一般廃棄物　総排出量 A 見直し 見直し 継続

リサイクル推進 （総排出量対生産量比率） 比率 29.3以下 18.0 29.3 29.3 29.3 38期目標に見直し

【一般廃棄物】 一般廃棄物　リサイクル率 B* 継続 継続 継続

（％） 91.4%以上 83.8% 89.9% 89.9% 89.9% 37期設定中期目標継続

【産業廃棄物】 産業廃棄物　総排出量 B* 見直し 見直し 継続

（総排出量対生産量比率） 比率 28.4以下 43.0 43.0 43.0 43.0 38期実績に見直し

産業廃棄物　リサイクル率 A 継続 継続 継続

（％） 93.9%以上 96.7% 89.6% 89.6% 89.6% 37期設定中期目標継続

4 自社サービスにおける 鉛フリ－化率の維持継続 A 継続 継続 継続

環境負荷への低減取組 共晶半田→鉛フリ－ （％） 99.7%以上 99.8% 99.6% 99.6% 99.6% 37期設定中期目標継続

38期目標設定：前の4年間の平均を目標値とした。

38期目標の説明：38上期経過時点で、目標の設定について考察したところ、社員モチベーションを保ちながら、長期で特殊事情を希釈できること

尚且つ、分かりやすさと、データの取り扱いのシンプルさも重要要素であると考え前の4年間の平均を目標値とした。

中期目標（39期以降目標）設定：前期（37期）に設定した中期目標/38期目標/38期実績のいずれかとした。

電力量：需給の不透明さや、客先の市場動向、材料・資材の供給状況等複数要素が絡み、予測難易度が高い為、臨機応変な目標変更の可能性がある。

ガソリン・水使用量：結果が比較的安定している為、実態に合わせて随時見直す可能性がある。

廃棄物：客先との関係性や外部環境の変化による生産体制の変化や、保有備品・什器等の劣化状況を勘案し、臨機応変な目標変更の可能性がある。

備考

ランクＡ ： 目標達成 、 ランクＢ : 目標未達成（未達成率５%以内） 、 ランクＣ : 目標未達成（５%超） 

実績グラフ（別紙2）

実績グラフ（別紙1）

実績グラフ（別紙1）

実績グラフ（別紙1）

作成日：2024/6/27

実績グラフ（別紙3）

実績グラフ（別紙3）

実績グラフ（別紙3）

実績グラフ（別紙3）

実績グラフ（別紙4）

No 取組項目 重点項目 指標 補足

No 取組項目 重点項目

3年中期目標

前期に設定した中期目標に対して
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環境経営目標の実績グラフ_別紙１「温室効果ガスの低減」
目標と比較して指標が・±5％以内：「例年通り」・5％超悪化：「悪化傾向」・5％超良化：「改善傾向」
1-1 CO2排出量比率 対生産量比率過去4年平均 0.40 目標⇒ 0.40以下 100%

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2023年度

34期 35期 36期 37期 38期 38上期

二酸化炭素 （Kg-CO2） 285,065.11 248,409.29 183,203.56 257,102.52 321,393.00 148,656.38
対生産量比率【ＣＯ２排出量/生産量】 0.55 0.46 0.27 0.33 0.40 0.38

生産量（売上高　単位：千円） 523,013 545,878 687,958 789,000 801,460 390,000

上期集計日:2023/12/26

1-2 電力使用量比率 対生産量比率過去4年平均 0.94 目標⇒ 0.94以下 110%
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2023年度

34期 35期 36期 37期 38期 38上期

電力使用量 (kWh) 540,270.00 600,738.00 557,949.00 632,373.00 678,675.00 369,752.00
対生産量比率【電力使用量/生産量】 1.03 1.10 0.81 0.80 0.85 0.95

生産量（売上高　単位：千円） 523,013 545,878 687,958 789,000 801,460 390,000

上期集計日:2023/12/26

1-3 ガソリン使用量比率 対生産量比率過去4年平均 0.97 目標⇒ 0.97以下 146%
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2023年度

34期 35期 36期 37期 38期 38上期

ガソリン使用量 6,239 6,728 5,852 4,683 4,168 2,147
燃費（Km/L） 10.04 11.55 9.40
対生産量比率【ガソリン使用量/生産量】 1.19 1.23 0.85 0.59 0.52 0.55
生産量（売上高　単位：十万円） 5,230 5,459 6,880 7,890 8,015 3,900

上期集計日:2023/12/26

ガソリン使用量

電力使用量

作成日:　2024/6/27

温室効果ガス排出量
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ガソリン使用量
生産量（売上高 単位：十万円）
対生産量比率【ガソリン使用量/生産量】
燃費（Km/L）

ほぼ横ばい

ほぼ横ばい

対生産量比率は目標の0.40を達成し
た。CO2排出量増加は後述の電力使
用量+7％に加えて、電力供給元の中電

ミライズのCO2排出係数が0.388から0.459

（+18％）となったことが主要因（合計+25％）

である。一方で、生産量は+1.6%上昇と諸

要素が絡み、結果的に目標は達成した。

36期にLEDを導入し（LEDによるCO2削減量

は▲9194Kg-Co2）CO2排出量は一旦下がっ

たが、その余波もあり、後は増加傾向と

なっているが、LED導入前の35期レベルよ

りは良いため、傾向としては横ばいとした。

対生産量比率は目標の0.94を下回り、0.85

（▲10％）と目標を達成できた。

生産量増加＋1.6％に対し、電力量は昨年

632千kWhから679千KWhと7％の上昇と

なった。

増加の要因は2023年夏は酷暑だったこと、

インク倉庫稼働開始による空調費用の増加

と考えられる。

冬場はエアコン+パネルヒーター（電気ファン

ヒーターから変更）、夏場はエアコン+扇風

機の使用は引き続き省エネに貢献している。

改善傾向

対生産量比率は目標の0.97を下回り、

0.52（▲46％）と目標を達成できた。

取引先とのやり取りのリモート化や、ネット

ワークへの切り替えが浸透したといえる。

また、生産量が上昇したことが良化を後押

しした。

37期からは燃費データを追加した。グラフ

中の✖マークによりアイドリングストップ等

の燃費を意識した社有車活用を社内啓発。

また、低燃費車導入も燃費向上に奏功し

た。
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環境経営目標の実績グラフ_別紙2　「水使用量の低減」
過去4年の平均と比較して指標が・±5％以内：「例年通り」・5％超悪化：「悪化傾向」・5％超良化：「改善傾向」
2-1 水使用量の低減 対生産量比率過去4年平均 0.89 目標⇒ 0.89以下 130%

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2023年度

34期 35期 36期 37期 38期 38上期

水使用量「ｍ3」 606 504 526 572 633 318

水原単位　ｍ3　/　人 6.45 5.25 4.87 5.20 4.98 2.50

従業員数（対象事業所人数） 97 96 108 110 127 127

対生産量比率【水源単位/生産量*100】 1.23 0.96 0.71 0.66 0.62 0.66

生産量（売上高　単位：百万円） 523 546 688 789 801 380

上期集計日: 2023/12/26

水使用量の低減

作成日:　2024/6/27
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水使用量と水原単位

水使用量「ｍ3」
従業員数（対象事業所人数）
水原単位 ｍ3 / 人

改善傾向

対生産量比率は目標の0.89を下回り、0.62（▲30％）と目標を達成できた。
水使用量そのものは増加しているが、原単位の分母となる従業員数が増加して、水原単位が低下し
たことと生産量が1.6％増加したことにより対生産量比率は良化している。（人数が+15％増え、売り
上げも1.6％伸びた一方で、水使用量は10％増加に抑えられた為）。傾向は改善傾向。
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環境経営目標の実績グラフ_別紙3　「廃棄物排出物低減とリサイクル推進」
過去4年の平均と比較して指標が・±5％以内：「例年通り」・5％超悪化：「悪化傾向」・5％超良化：「改善傾向」

対生産量比率過去4年平均 29.3 目標⇒ 29.3以下 139% 上期集計日:
3-1 【一般廃棄物】総排出量比率/リサイクル率 リサイクル率過去4年平均 91.4% 目標⇒ 91.4%以上 92% 2023/12/26

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2023年度

34期 35期 36期 37期 38期 38上期 ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ率

一般廃棄物総排出量（ｋｇ） 15,810 17,630 20,038 20,058 14,423 8,003
対生産量比率
【総排出量/生産量】 30.23 32.29 29.13 25.42 18.00 21.06
回収再利用量（ｋｇ） 14,385 16,290 18,540 18,030 12,092 6,913 33%
対生産量比率
【回収再利用量/生産量】 27.50 29.84 26.95 22.85 15.09 18.19
最終処分量（ｋｇ） 1425 1340 1498 2,028 2,331 1,090
対生産量比率
【最終処分量/生産量】 2.72 2.45 2.18 2.57 2.91 2.87
リサイクル率（％）
【回収再利用量/総排出量】 91.0% 92.4% 92.5% 89.9% 83.8% 86.4%
生産量（売上高　単位：百万円） 523 546 688 789 801 380

特殊要因排除後↓

対生産量比率過去4年平均 28.4 目標⇒ 28.4以下 49% 95% 上期集計日：
3-2 【産業廃棄物】総排出量比率/リサイクル率 リサイクル率過去4年平均 94.3% 目標⇒ 93.9%以上 103% 105% 2023/12/26

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2023年度 特殊要因排除後 特殊要因排除後

34期 35期 36期 37期 38期 38上期 参考38期 参考38上期

産業廃棄物総排出量（ｋｇ） 15,510 16,445 16,719 23,399 34,498 13,819 23,825 11,418
対生産量比率
【総排出量/生産量】 29.66 30.12 24.30 29.66 43.04 36.37 29.73 30.05
回収再利用量（ｋｇ） 15,110 15,498 16,019 20,961 33,345 12,980 23,465 11,010
対生産量比率
【回収再利用量/生産量】 28.89 28.38 23.28 26.57 41.60 34.16 29.28 28.97
最終処分量（ｋｇ） 400 948 700 2,437 0 0 0 0
対生産量比率
【最終処分量/生産量】 0.765 1.735 1.018 3.089 0.000 0.000 0.000 0.000
リサイクル率（％）
【回収再利用量/総排出量】 97.4% 94.2% 95.8% 89.6% 96.7% 93.9% 98.5% 96.4%
生産量（売上高　単位：百万円） 523 546 688 789 801 380 801 380

【一般廃棄物】

【産業廃棄物（特別管理含）】

作成日:　2024/6/27
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【回収再利用量/総排出量】

総排出量の対生産量比率は目標

28.4を達成できず、43.0（+51％）と

なった。リサイクル率は目標

93.9％に対し、96.7％と目標達成

した。

特記事項として、

38期から客先要望にもとづき廃棄

物を引き受けた為、総排出量は

大幅に増加した。その分は特殊

要因として実績値から控除した数

字を参考値として記録した。

特殊要因を除くと、総排出量は

4.6％未達でほぼ横ばい。よって

目標達成評価はB*とした。リサイ

クル率は更に上昇した。傾向とし

てはほぼ横ばいとした。

ほぼ横ばい

改善傾向

総排出量の対生産量比率は目標の

29.27を下回り、18.00（▲39％）と目標達

成。

リサイクル率は目標の91.4％に対し、

83.8％と未達だが、要因はペーパーレ

ス*の浸透により（ペーパーレス率

+33％）、紙類の廃棄量の大幅減の為、

結果としては良い方向である。よって傾

向は改善傾向とした。目標達成評価は

B*とする。
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環境経営目標の実績グラフ_別紙4　「自社サービスにおける環境負荷への低減取り組み」

過去4年の平均と比較して指標が・±5％以内：「例年通り」・5％超悪化：「悪化傾向」・5％超良化：「改善傾向」

4-1 自社サービスにおける環境負荷への低減取組（鉛フリ－化の推進） 過去4年平均 99.7% 目標⇒ 99.7%以上 100%
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2023年度

34期 35期 36期 37期 38期 38上期

共晶半田 ⇒ 鉛フリ－ 99.6% 99.5% 99.9% 99.9% 99.8% 99.9%
生産量（売価　単位：百万円） 523 543 688 789 801 380

上期集計日: 2023/12/26

鉛フリー化率の維持継続

作成日:　2024/6/27

99.6% 99.5%

99.9%
99.9%

99.8%

95%

96%
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鉛フリー率（％）
の算出方法

鉛フリー仕様の半田購入量

全半田購入量
*100

高止まり

鉛フリー化率は目標の99.7％を超え、
99.8％となり、目標を達成できた。高止
まりになっている要因として、一部共晶
製品の廃盤が挙げられる。
環境問題に対する世界的な気運の高
まりから鉛フリー化が浸透していること
もあり、今後とも引き続き、顧客への推
進活動により顧客への鉛フリー化のア
プローチを継続していく。
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環境経営目標の実績グラフ_別紙１「本社温室効果ガスの低減」

対生産量比率過去4年平均 --
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2023年度

34期 35期 36期 37期 38期 38上期
二酸化炭素 （Kg-CO2） - 4,007 3,601 3,802 3,493 1,602
対生産量比率【ＣＯ２排出量/生産量】 -- -- -- -- --

生産量（売価　単位：千円） 0 0 0 0 0

上期集計日: 2023/12/26

対生産量比率過去4年平均 --

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2023年度

34期 35期 36期 37期 38期 38上期
電力使用量 (kWh) - 9,406 9,501 9,798 7,609 4,128
対生産量比率【電力使用量/生産量】 -- -- -- -- --

生産量（売価　単位：千円） 0 0 0 0 0

上期集計日: 2023/12/26

1-3 ガソリン使用量比率 対生産量比率過去4年平均 --
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2023年度

34期 35期 36期 37期 38期 38上期
ガソリン使用量
対生産量比率【ガソリン使用量/生産量】

生産量（売価　単位：十万円）

上期集計日:

温室効果ガス排出量

1-2 電力使用量比率　本社　※35期～プロット

温室効果ガス排出量

作成日:　2024/6/27

温室効果ガス排出量

1-1 CO2排出量比率　※35期～プロット
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当該数字は「5別紙1」にて報告して
いる数字の内数。
本社では生産活動はしていないので
参考値として二酸化炭素排出量をプ
ロットした。
本社の二酸化炭素排出量は3493Kg-
CO2であり、全二酸化炭素排出量
321393Kg-CO2の1％を占めている。

プロット無し

参考値

参考値

当該数字は「5別紙1」にて報告してい
る数字の内数。
本社では生産活動はしていないので
参考値として電力使用量をプロットし
た。
本社の電力使用量は7609ｋWhとなっ
ており、全電力使用量678675kWhの
1％を占めている。
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環境経営目標の実績グラフ_別紙2　「水使用量の低減」

2-1 水使用量の低減　本社　※35期～ 対生産量比率過去4年平均 -- --
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2023年度

34期 35期 36期 37期 38期 38上期

水使用量「ｍ3」 27 10 6 54 21

水原単位　ｍ3　/　人 27.00 10.00 6.00 54.00 21.00

従業員数（対象事業所人数） 1 1 1 1 1

対生産量比率【水源単位/生産量*100】 -- -- -- -- --

生産量（売価　単位：百万円） 0 0 0 0 0

上期集計日: 2023/12/26

作成日:　2024/6/27

水使用量の低減
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水使用量と生産量

水使用量「ｍ3」

生産量（売価 単位：百万円）

対生産量比率【水源単位/生産量*100】
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54
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水使用量と水原単位

水使用量「ｍ3」

従業員数（対象事業所人数）

水原単位 ｍ3 / 人

今期
普段、月平均
9
る。
水道管修理は完了したことでその後の数値は安定した為、目標値は
用をしないように努めていく。

参考値

35期以降は電力使用量と水使用量のみ本社の数字を記録した。

本社は生産活動を行っていない為、参考値としながらも内数として全体数字に含めている。本社の水使用量

は54ｍ3だった。コロナ明けで、福利厚生の一環として本社敷地での活動機会増加に伴う水使用量の増加と

考えられる。水漏れは確認できなかった。
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環境経営計画の実施と評価、次年度の取組内容
ランクA 目標達成 計画作成日：2023年5月20日

B 目標未達成だが改善中又は改善計画有 結果記入日：2024年6月29日

C 目標未達成で根本的見直しが必要 作成者：古川　　確認者：藤田

結果評価

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 ランク

・ EA21事務局 A

・推進中 ・北口階段と2階ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ室前通路（共
通ｴﾘｱ）電気消灯確認毎日実施（8：45/13：00）・
連休前はｴﾘｱ別管理責任者がﾀｲﾏｰ設定解除とｴ
ｱｺﾝOFFと消灯の確認

・引き続き実施

・ ミライズ節電プログラムに参加 EA21事務局 A

・夏の節電プログラム7/1～9/30（▲142Kwh)
・冬の節電プログラム 12/1～3/31（▲12Kwｈ）

・引き続き実施

・ 静岡県省エネ支援員派遣によるアドバイス教授 EA21事務局 A

・6/29㈭省エネ支援員ご来社（製造部門の不良対策によるエネル
ギー材料費労務費のﾛｽｺｽﾄ低減と生産効率（稼働率向上・生産性向
上・ﾗｲﾝ構成を最適化することによる総合効率を見据えたﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽ
ﾃﾑの構築が「正攻法」という主旨のアドバイスを頂いた）現時点では総
合効率を環境に結び付けて定量化する手法の構築は人的資源等を
考慮すると、将来的な理想像として捉えることとする。

・社全体の意識の底上げを目指して新規の起案をする

・ 「交通安全啓発」と「安全運転パトロール」の開催 安全衛生委員会 A

・7月交通労働災害の防止を目的に過去の事故
実績を分析した。敷地内の交通事故防止の為、
駐車場ルールを配信・掲示、違反者は個別にリー
ダーへ通告・10/6㈮駐車場点検実施・3/8㈮交通
安全運動実施

・引き続き実施

・ 所有部署 A

・道交法施行規則改正2023/12～に則りｱﾙｺｰﾙ
検知器導入と同時に乗車記録簿の管理ｱｯﾌﾟﾃﾞｰﾄ
燃費は期末に算出・ｽﾄｯﾌﾟｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾃｯｶｰを貼
付・2023/12～社有車を低燃費のものに変えた

・引き続き実施

・ 静岡県省エネ支援員派遣によるアドバイス教授 EA21事務局 A

・6/29㈭省エネ支援員ご来社（製造部門の不良対策によるエネル
ギー材料費労務費のﾛｽｺｽﾄ低減と生産効率（稼働率向上・生産性向
上・ﾗｲﾝ構成を最適化することによる総合効率を見据えたﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽ
ﾃﾑの構築が「正攻法」という主旨のアドバイスを頂いた）現時点では総
合効率を環境に結び付けて定量化する手法の構築は人的資源等を
考慮すると、将来的な理想像として捉えることとする。

・社全体の意識の底上げを目指して新規の起案をする

・ 『節水』表示による啓発活動と実施 各部署 A

・推進中・安全衛生委員会でも随時/巡視時に水
漏れや・蛇口締め忘れの注視を啓発中

・引き続き実施

・ 職場巡視による環境チェック（毎月1回） 安全衛生委員会 A

・安全衛生委員会にて巡視 ・引き続き実施

・ 静岡県省エネ支援員派遣によるアドバイス教授 EA21事務局 A

・6/29㈭省エネ支援員ご来社（製造部門の不良対策によるエネル
ギー材料費労務費のﾛｽｺｽﾄ低減と生産効率（稼働率向上・生産性向
上・ﾗｲﾝ構成を最適化することによる総合効率を見据えたﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽ
ﾃﾑの構築が「正攻法」という主旨のアドバイスを頂いた）現時点では総
合効率を環境に結び付けて定量化する手法の構築は人的資源等を
考慮すると、将来的な理想像として捉えることとする。

・社全体の意識の底上げを目指して新規の起案をする

・ 廃棄物分別の徹底と部内指導 各部署 A

・随時メールや回覧物で配信中・3/22㈮産廃施設実地確認報告書の
回覧と配布・4/1㈪年刊パルス新聞回覧と掲示（3F廊下掲示板・食堂
掲示板）・社内廃棄物置き場への不法投棄防止策（4/27㈯防犯カメラ
設置）・予算会議4/15㈪で、物品を購入した後の最終処分まで申請
部署で廃棄方法と費用を完結させるつもりで物品購入を申請するよう
啓発。

・引き続き実施

・ 職場巡視による環境チェック（毎月1回） 安全衛生委員会 A

・安全衛生委員会にて巡視 ・引き続き実施

・ 静岡県省エネ支援員派遣によるアドバイス教授 EA21事務局 A

・6/29㈭省エネ支援員ご来社（製造部門の不良対策によるエネル
ギー材料費労務費のﾛｽｺｽﾄ低減と生産効率（稼働率向上・生産性向
上・ﾗｲﾝ構成を最適化することによる総合効率を見据えたﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽ
ﾃﾑの構築が「正攻法」という主旨のアドバイスを頂いた）現時点では総
合効率を環境に結び付けて定量化する手法の構築は人的資源等を
考慮すると、将来的な理想像として捉えることとする。

・社全体の意識の底上げを目指して新規の起案をする

・ 廃棄物分別の徹底と部内指導 各部署 A

・随時メールや回覧物で配信中・3/22㈮産廃施設実地確認報告書の
回覧と配布・4/1㈪年刊パルス新聞回覧と掲示（3F廊下掲示板・食堂
掲示板）・社内廃棄物置き場への不法投棄防止策（4/27㈯防犯カメラ
設置）・予算会議4/15㈪で、物品を購入した後の最終処分まで申請
部署で廃棄方法と費用を完結させるつもりで物品購入を申請するよう
啓発。

・引き続き実施

・ 職場巡視による環境チェック（毎月1回） 安全衛生委員会 A

毎月1回職場を衛生、安全面の他に廃棄物や、環境衛生
についても重要視した巡視を行っている。省エネに関する
ステッカーが剥がれていないことの確認も実施。

・引き続き実施

・ 静岡県省エネ支援員派遣によるアドバイス教授 EA21事務局 A

・6/29㈭省エネ支援員ご来社（製造部門の不良対策によるエネル
ギー材料費労務費のﾛｽｺｽﾄ低減と生産効率（稼働率向上・生産性向
上・ﾗｲﾝ構成を最適化することによる総合効率を見据えたﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽ
ﾃﾑの構築が「正攻法」という主旨のアドバイスを頂いた）現時点では総
合効率を環境に結び付けて定量化する手法の構築は人的資源等を
考慮すると、将来的な理想像として捉えることとする。

・社全体の意識の底上げを目指して新規の起案をする

計画

実績

推進中

Ｎｏ
取組
項目 具体的活動計画及び内容 責任者

2023年 2024年
結果補足 次年度の取組内容

1

C
O
2
排
出
量
の
低
減

電
力
使
用
量

の
削
減

休憩時間における室内照明の消灯（1日1時間）

ｶ
ﾞ
ｿ
ﾘ
ﾝ

使
用
量
の
削
減

ガソリン使用量の車別記録による使用量管理と
燃費確認

2

水
資
源
投
入
量

の
低
減

使
用
量
の
削
減

3

廃
棄
物
排
出
量
低
減

産
業
廃
棄
物
の
低
減

一
般
廃
棄
物
の
低
減
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ランクA 目標達成 計画作成日：2023年5月20日

B 目標未達成だが改善中又は改善計画有 結果記入日：2024年6月29日

C 目標未達成で根本的見直しが必要 作成者：古川　　確認者：藤田

結果評価

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 ランク

計画

実績

推進中

Ｎｏ
取組
項目 具体的活動計画及び内容 責任者

2023年 2024年
結果補足 次年度の取組内容

4

環
境
負
荷
へ
の

低
減
取
組

 
完
全
鉛

フ
リ
ー
化

の
実
現

・ 各部署 A

・引き続き推進中 ・引き続き実施

・ 環境経営方針社内発信（期初・中期） 管理責任者 A

・【2023/6/1(木)】全体朝礼時に環境経営方針宣言・環境
経営計画を発表・【2023/8/1(火)】環境レポート社内回覧・
【2024/4/22(月)～25(木)】社内監査にて啓発・
【2023/12/28㈭】上期レポート配信・【3/22㈮】産廃施設実
地確認報告書配布【4/1年刊】パルス新聞掲示と配布

・引き続き実施

・ 現場朝礼、掲示等による啓発活動 各部署 A

・【2023/6/1(木)】全体朝礼時に環境経営方針宣言・環境
経営計画を発表・【2023/8/1(火)】環境レポート社内回覧・
【2024/4/22(月)～25(木)】社内監査にて啓発・
【2023/12/28㈭】上期レポート配信・【3/22㈮】産廃施設実
地確認報告書配布【4/1年刊】パルス新聞掲示と配布

・引き続き実施

・ EA21環境関連等の教育内容を社内へ配信 EA21事務局 A

・【2023/12/28㈭】上期レポート配信・【2024/4/1
㈪】パルス新聞配布と回覧

・引き続き実施

・ 社員へのEA21基礎教育の実施(年1回） EA21事務局 B

・【2024/4/23㈫～4/26㈮】内部監査実施 ・追加施策として、社全体の意識の底上げを目指して、社
外での勉強会を起案する。（産廃事業者への見学ツアー
の実施）

6

管
理
体
制

内
部
監
査

・ EA21事務局 A

・【2024/4/23㈫～4/26㈮】内部監査実施 ・引き続き実施

7

用
紙
削
減

コ
ピ
ー
用
紙
の

削
減

・ 総務 A

コピー機の横に裏紙BOXを設置、コピー機のトレ
イのうちひとつを裏紙専用にし、コピー用紙削減
を推奨。削減枚数21584枚、A4コピー用紙使用量
の約13％を裏紙でまかなうことができた。

・勤怠システム導入による紙申請の削減

・ 避難訓練の実施（年2回） 総務 A

・6/22防災訓練実施+救急救命講習実施
・12/7防災訓練実施+消火訓練実施

・環境上の緊急事態の想定と試行、訓練報告書
発行予定

・ 防災教育（担当従業員（年2回）） 防火管理者 A

・6/22防災訓練実施+救急救命講習実施
・12/7防災訓練実施+消火訓練実施

・環境上の緊急事態の想定と試行、訓練報告書
発行予定

・ 総務/製造 A

・2023/7/24㈪～26㈬浜松城北工業高校職場体
験実施
・2023/10/27㈮浜松商業高校職場体験実施

・2024/7/24㈬～26㈮浜松城北工業高校職場体
験予定していたが、（募集するも応募無
2024/6/18）
・2024/10/25㈮浜松商業高校職場体験予定

・ EA21事務局 A

【2024/3/15～5/31】緑の募金協力呼びかけにより4504円
の募金が集まり、5/17浜松市緑化推進本部に振り込ん
だ。【2023/10～】食品ロスの低減に貢献する事業の開始
「SDGs2 飢餓をゼロに」「SDGs9 産業と技術革新の基盤を
作ろう」「SDGs12 つくる責任使う責任」

・特に、食品ロスを低減する事業（弊社製品　AIR
REVIVE（業務用空気清浄機））で持続可能な農
業を広めるべく事業展開を継続する。

・ 総務 A

・引き続き推進中）・予算会議4/15㈪で、物品を購
入した後の最終処分まで申請部署で廃棄方法と
費用を完結させるつもりで物品購入を申請するよ
う啓発。リユース品の活用を実施中

・引き続き推進

改訂0

環境経営システムの状況確認

共晶半田製品の取引先へ鉛フリー化の
アプローチ

5

従
業
員
の
環
境
教
育

環
境
方
針

、

目
標

、
活
動
計
画

の
徹
底

社
員
教
育
の
実
施

HPC EA-5.1-03

コピー用紙の削減（裏紙の使用、使用枚数の管
理）

8

緊
急
事
態

訓
練

環
境
上
の

緊
急
事
態
の

想
定
訓
練

9

S
D
G
s
へ
の
取
組

地
球
環
境
と
の
共
存
共
栄

地元高校生の職場体験の受入
「SDGs4 質の高い教育をみんなに」
「SDGs8 働きがいも経済成長も」

緑の募金による緑化活動推進
「SDGｓ11　住み続けられるまちづくりを」
「SDGs13　気候変動に具体的な対策を」
「SDGs15　陸の豊かさも守ろう」

消耗品・制服のリサイクル・リユースの推進
「SDGｓ12　つくる責任つかう責任」
「SDGs14　海の豊かさを守ろう」
「SDGs15　陸の豊かさも守ろう」
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4.環境関連法規等への遵守状況と評価、外部コミュニケーション
確認日

　　当事業所に適用される環境関連法規の遵守状況を確認した結果、違反はありませんでした。 確認者

条文
対象、実施月日

等
遵守
評価

評価者
指摘・訴
訟の有

無

第3条 ○ 藤田 無

第5条 ○ 藤田 無

第6条の2第6項 委託契約 ○ 藤田 無

第11条 ○ 藤田 無

第12条第１項 ○ 藤田 無

第12条第2項 〇 藤田 無

第12条第3,　4項 〇 藤田 無

第12条第5項 〇 藤田 無

第12条第6項 委託契約 〇 藤田 無

第12条第7項 〇 藤田 無

第12条の2第2項 ○ 藤田 無

第12条の2第5項 〇 藤田 無

第12条の2第6項 〇 藤田 無

第12条の2第7項 〇 藤田 無

第12条の2第8項 ○ 藤田 無

第12条の3第1項 業者回収時 〇 藤田 無

第12条の3第2項 〇 藤田 無

第12条の3第6項 〇 藤田 無

第12条の3第7項 浜松市、毎年6月 〇 藤田 無

第16条 〇 藤田 無

第8条 業者委託契約 ○ 藤田 無

第17条 ○ 藤田 無

第6条 2012.5.24 ○ 藤田 無

第12条 ○ 藤田 無

第11条 ○ 藤田 無

第12条 ○ 藤田 無

2024.4.1 ○ 藤田 無

2024.4.1 ○ 藤田 無

第5条 ○ 藤田 無

第16条 ○ 藤田 無

第37条 ○ 藤田 無

第41条 ○ 藤田 無

第42条 ○ 藤田 無

第43条 ○ 藤田 無

第45条 ○ 藤田 無

第86条 ○ 藤田 無

○ 藤田 無

第6条 〇 藤田 無

第5条 〇 藤田 無

第73条 〇 藤田 無

第52条 ○ 藤田 無

第53条
2012.5.30
2022.3.31(変更)

○ 藤田 無

第55条 ○ 藤田 無
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フロン類の放出の禁止（何人も、みだりにフロン類を大気中へ放出することを禁止）

フロン類の使用の合
理化及び管理の適
正化に関する法律

（フロン排出抑制法）

（経産省・環境省告示第13号）

１．環境上の適用法規制の遵守状況と評価

藤田宏晃

遵守評価記号（○：遵守確認済　×：遵守未確認）

区分 法規・条例・規制 要求事項

義務

廃棄物の処理及び
清掃に関する法律
（廃棄物処理法）

事業者の責務（事業者の一般廃棄物の自ら処理）

所有・占有・管理土地の清潔の保持（不適正処理廃棄物発見の速やかな通報等）

一般廃棄物収集運搬業者への委託処理

事業者の産業廃棄物の運搬又は処分を委託する場合の処理基準の遵守

事業者の産業廃棄物の処理の状況に関する現地確認（産業廃棄物の処理を委託する場合）

特別管理産業廃棄物に係る保管基準の順守

特別産業廃棄物の運搬又は処分の許可業者への委託

特別産業廃棄物の運搬又は処分の委託基準遵守

特別産業廃棄物の委託に係る運搬又は処分が行われる施設の状況等を実地に確認

事業者及び地方公共団体の処理（事業者の産業廃棄物の自ら処理）

自らその産業廃棄物の運搬又は処分を行う場合の産業廃棄物の収集、運搬基準の遵守

廃棄物置き場保管基準の遵守（表示、衛生管理等）、表示：60cm角以上、種類、氏名・連絡先
生活環境の保全上支障のないように産業廃棄物の保管

事業場の外において自ら当該産業廃棄物の保管する場合の事前届出（保管をした日から起算して14日
以内）

産業廃棄物収集運搬及び処分許可業者への委託

消防法

防火管理者の設置及消防用水又は消火活動上必要な施設（火災報知器点検、消火器の管理）の点検
及び整備

消防の設備の設置等

工場立地法
浜松市長へ特定工場に関する事項（設置場所、敷地面積、建物面積等）の届出

届出した事項（氏名等）の変更の届出

特別管理産業廃棄物管理責任者の選任･届出

事業者の産業廃棄物の運搬又は処分を他人に委託する場合のマニフェストの交付

管理票交付者のマニフェストの保管（Ａ票、5年間）

管理票交付者のマニフェストの写し（B1票）等の保管

管理票交付者の産業廃棄物管理票交付状況等の報告

不法投棄の禁止

点検記録簿を機器廃棄後3年間の保存

家電リサイクル法(特
定家庭用機器再商
品化法)

事業者及び消費者の責務（特定家庭用機器廃棄物の適切な引き渡し、料金の支払（テレビ・冷蔵庫・洗
濯機・エアコンの廃棄時））

使用済自動車の再
資源化等に関する法
律（自動車リサイク
ル法）

自動車の所有者の責務（自動車の廃棄・使用済自動車の引渡義務）

使用済自動車のリサイクル(使用済自動車の引き取り業者へのに引き渡し)（廃棄時有料にて適切な引渡
し）

労働安全衛生法

労働安全管理者の設置（製造業、従業員50人以上）

衛生管理者の選任（製造業、従業員50人以上）

指定製品及び特定製品の管理者の責務（フロン類の管理の適正化等）

簡易点検の実施（4半期に1回以上）

第1種特定製品整備者の充てんの委託義務等（フロン類の充てんの第１種フロン類充てん回収業者への
委託）

第１種特定製品廃棄等実施者の引渡義務

特定解体工事元請業者の特定解体工事発注者に対して確認及び説明

第１種特定製品廃棄等実施者による書面の交付等（第１種フロン類充てん回収業者にのフロン類を引き
渡し）
回収依頼書等関係書類の機器廃棄後3年間の保存

第1種フロン類充塡回収業者による引取証明書の交付等
引取証明書写し等関係書類の機器廃棄後3年間の保存

労働安全衛生規則

化学物質責任者の選任

保護具着用責任者の選任

静岡県
条例

静岡県生活環境保
全等に関する条例

騒音基準の遵守義務

騒音特定施設の届出（空気圧縮機及び冷凍機：原動出力7.5KW未満、3.75KW以上）

騒音特定施設変更の届出

2024年5月31日



条文
対象、実施月日

等
遵守
評価

評価者
指摘・訴
訟の有

無

第4条 〇 藤田 無

第5条 〇 藤田 無

第6条 〇 藤田 無

第8条 ○ 藤田 無

第10条 2024.3.22 ○ 藤田 無

第11条 〇 藤田 無

第20条 〇 藤田 無

第4条 ○ 藤田 無

第6条 〇 藤田 無

第11条 〇 藤田 無

第4条 ○ 藤田 無

第8条第2項 〇 藤田 無

第9条 〇 藤田 無

第11条 ○ 藤田 無

第12条 〇 藤田 無

第13条 〇 藤田 無

第8条 〇 藤田 無

第11条 〇 藤田 無

第4条 ○ 藤田 無

第4条 〇 藤田 無

第5条 〇 藤田 無

第5条 〇 藤田 無

第7条 〇 藤田 無

18条の15 〇 藤田 無

第6条 〇 藤田 無

第4条 〇 藤田 無

第4条 〇 藤田 無

第4条 〇 藤田 無

第4条 ○ 藤田 無

第6条 〇 藤田 無

第11条 〇 藤田 無

第4条 ○ 藤田 無

第8条第2項 〇 藤田 無

第9条 〇 藤田 無

第11条 ○ 藤田 無

第12条 〇 藤田 無

第13条 〇 藤田 無
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大気汚染防止法
解体等の工事発注者は、解体等工事元請業者が行う石綿使用調査に要する費用負担等、当該調査へ
の協力

事業者の産業廃棄物の実地の確認等

事業者による産業廃棄物の不適正な処理に係る措置等

土地所有者等による産業廃棄物の不適正な処理に係る通報等

区分 法規・条例・規制 要求事項

浜松市快適で良好
な生活環境を確保す
る条例

事業者の責務（迷惑行為の無い快適で良好な生活環境を確保するため必要な処置を講ずるとともに、市
が実施する迷惑行為の無い快適で良好な生活環境の確保に関する施策への協力）

空き缶等及び吸殻等の投棄の禁止

歩行中の喫煙の禁止

浜松市音・かおり・光
環境創造条例

事業者の責務（感覚公害の発生状況の把握、近隣の住民との良好な関係の構築、感覚公害の防止のた
めに必要な措置の構築、市が実施する快適な生活環境の創造に関する施策に協力）

騒音の防止（静穏な生活環境の保持）

悪臭の防止（悪臭の少ない生活環境の保持）

照明器具等の設置等における配慮

営業時間外における減灯又は消灯の奨励

廃棄物の発生抑制、再生資源の利用の促進[廃棄物の分別化の徹底、指定ＯＡ機器の適正処分（パソコ
ン等機器のリサイクル化）]

地球温暖化対策の
推進に関する法律
(地球温暖化対策推
進法）

事業者の責務（温室効果ガスの排出の抑制等のための措置の実施、国及び地方公共団体が実施する
温室効果ガスの排出の抑制等のための施策への協力）

国等による環境物品
等の調達の推進等
に関する法律(グリー
ン購入法）

事業者の責務（環境物品購入の推進）

使用済小型電子機
器等の再資源化の
促進に関する法律

事業者の責務（使用済小型電子機器等を分別、使用済小型電子機器等の収集・運搬・再資源化業者へ
引き渡し）

投光器等の使用の制限

責務

法令

環境基本法
事業者の責務(公害の防止、自然環境適正保全のための措置の実施等（エコアクション21への積極的取
組）)

循環型社会形成推
進基本法

事業者の責務(循環型社会の形成、廃棄物なることの抑制、３Ｒへの努力)

容器包装に係る分別
収集及び再商品化
の促進等に関する法
律(容器リサイクル
法）

事業者の責務(分別排出の協力)

資源の有効な利用
の促進に関する法律
（リサイクル法）

浜松市
条例

浜松市産業廃棄物
の適正な処理に関す
る条例

事業者の責務（従業員に対し産業廃棄物の適正な処理に関する教育、子会社、関連会社その他の関係
事業者等に対する助言及び情報の提供、市が実施する産業廃棄物の適正な処理の促進に係る施策に
協力）

義務

産業廃棄物処理業者の責務（受託した産業廃棄物の処理を適正、透明性及び信頼性の確保、従業員に
対し産業廃棄物の適正な処理に関する教育の実施、市が実施する産業廃棄物の適正な処理の促進に
係る施策に対する協力）

土地所有者の所有地等の適正管理

事業者の産業廃棄物管理責任者の設置

静岡県
条例

静岡県環境基本条
例

事業者の責務（環境への負荷への低減公害防止、自然環境保全に必要な措置の実施等）

静岡県地球温暖化
防止条例

事業者の責務（温室効果ガスの排出の抑制等のための措置の実施、県が実施する地球温暖化対策へ
の協力（エコアクション21への積極的取組））

浜松市
条例

浜松市環境基本条
例

事業者の責務（温室効果ガスの排出の抑制等のための措置の実施、県が実施する地球温暖化対策へ
の協力（エコアクション21への積極的取組））

浜松市廃棄物の減
量及び資源化並び
に適正処理等に関
する条例

事業者の責務（使い捨ての製品の使用を抑制すること等による事業系廃棄物の減量化、廃棄物等の分
別をすること等による資源物の資源化、廃棄物の適正処理及び市が実施する廃棄物の減量及び資源化
並びに廃棄物の適正処理の推進に関する施策への協力等）

浜松市快適で良好
な生活環境を確保す
る条例

事業者の責務（迷惑行為の無い快適で良好な生活環境を確保するため必要な処置を講ずるとともに、市
が実施する迷惑行為の無い快適で良好な生活環境の確保に関する施策への協力）

空き缶等及び吸殻等の投棄の禁止

歩行中の喫煙の禁止

浜松市音・かおり・光
環境創造条例

事業者の責務（感覚公害の発生状況の把握、近隣の住民との良好な関係の構築、感覚公害の防止のた
めに必要な措置の構築、市が実施する快適な生活環境の創造に関する施策に協力）

騒音の防止（静穏な生活環境の保持）

悪臭の防止（悪臭の少ない生活環境の保持）

照明器具等の設置等における配慮

営業時間外における減灯又は消灯の奨励

投光器等の使用の制限



条文
対象、実施月日

等
遵守
評価

評価者
指摘・訴
訟の有

無

第14条第3第22号 ○ 藤田

第19条 ○ 藤田

第28条 ○ 藤田

第14条 新規取引時 ○ 藤田

― ○ 藤田

― ○ 藤田

-15-

作業主任者の選任（有機溶剤作業主任者）

有機溶剤中毒予防
規則

有機溶剤作業主任者の選任

　外部要望に対応し、また関係機関からの指摘、利害関係者からの訴訟はありませんでした。

■登録の義務
ＥＵ域内で製造または輸入する物質の、物質ごとの総量が年間１トン以上の事業 者は、欧州化学品庁に
当該物質を登録しなければなりません。登録を申請できる期間（猶予期間）は、取り扱う物質の製造量・
輸入量および危険有害性で異なります。登録の際は、欧州化学品庁が定める技術一式文書を提出しな
ければなりません。 また、製造量または輸入量が年間１０トン以上の場合は、化学品安全性報告書 （Ｃ
ＳＲ） を提出しなければなりません。提出された技術一式文書とＣＳＲの情報をもとに欧州化学品庁およ
び加盟各国は 評価を行います。この際、事業者に対して追加試験の実施や追加情報の提出を求める場
合があります。
■認可申請の義務
認可対象物質*をＥＵ域内で製造または輸入する事業者、あるいはその物質を認可 条件以外で使用す
る川下ユーザーは、その取扱量が年間１トン未満であっても、その物質の用途を特定した認可の要請や
代替物の解析などの情報を欧州化学品庁へ提出して認可を得なければなりません。認可が得られれ
ば、自身またはサプライチェーン川下の誰もが、申請した用途で使 用できます。
■使用制限の義務
付属書ＸＶＩＩで定める制限対象物質は、指定された制限条件での製造、上市、使用 が禁止されていま
す。
■情報伝達の義務
危険な物質・混合物、ＰＢＴ、ｖＰｖＢ、認可対象候補物質＇ＳＶＨＣについては、 安全性データシート（ＳＤ
Ｓ）を川下ユーザーに提供する義務があります。さらにＳＤＳの提供義務がない物質についても、入手可
能であれば登録番号、また、認可や制限の対象となるかなど関連する情報などを提供する必要がありま
す。
■登録の義務
成形品をＥＵ域内で製造または輸入する事業者は、その成形品中からある物質が 意図的に放出され、
かつ、成形品中のその物質が１年当たり合計して１トンを超えて存在する場合は、自ら欧州化学品庁へ
技術一式文書を提出し登録しなければなりません。ただし、その物質がその用途のために既に登録され
ている場合には、この登録を 行う必要はありません。
■届出の義務
成形品をＥＵ域内で製造または輸入する事業者は、その成形品中に認可対象候補 物質（ＳＶＨＣ）が０．
１重量％を超えて存在し、かつ、成形品中のその物質が１年当たり合計して１トンを超えて存在する場合
は、自ら欧州化学品庁へ定められた情報を届出しなければなりません。 ただし、その物質がその用途の
ために既に登録されている場合には、届出の必要はありません。
■使用制限の義務
付属書ＸＶＩＩで定める制限対象物質は、指定された制限条件での製造、上市、使用 が禁止されていま
す。
■情報伝達の義務
認可対象候補物質（ＳＶＨＣ）を０．１重量％を超えて含有する成形品をＥＵ域内で 製造または輸入する
事業者は、それを使用する利用者に対して、当該製品を安全に使用できる条件を示した情報を伝達しな
ければなりません。

○ 藤田

２．外部との環境コミュニケーション受付記録

有機溶剤の濃度の測定（6月以内ごとに1回）

特定化学物質の環
境への排出量の把
握等及び管理の改
善の促進に関する法
律（PRTR法）

指定化学物質等の性状及び取扱いに関する情報の提供（ＳＤＳ収集）

その他

 RoHS指令

有害物質の電気・電子機器への使用を制限する欧州法
 •目的 –健康保護、廃電気電子機器の環境に健全な再生・処分に寄与。 （埋立処分に伴う地下水等汚染
の防止）
 •対象製品 –AC1000V/DC1500V以下の定格電圧をもつ、すべての電気電子機器（ EEE） EEE）
 •EU官報(OfficialJournal) –2011年7月1日（2011年7月21日施行） –2013年1月2日までに加盟国は国内法
へ置き換える。
 •旧指令(2002/95/EC)の廃止 –2013年1月3日以降、新指令（2011/65/EU）に置き換わる
  注）2013年1月2日までは2002/95/ECが有効
•規制内容 –EUに上市する電気電子機器に6物質（鉛・水銀・カドミウム・6価クロム ・PBB・PBDE）を含有
してはならない

グリーン調達 原材料がリサイクルされているものを選ぶ、ゴミが少なくなるものを選ぶ等

 REACH規制 ―

区分 法規・条例・規制 要求事項

顧客
要求
事項

法令

労働安全衛生法

EA21 （株）浜松パルス

作成 ： 藤田

作成日:2023年6月1日

 ◎外部利害関係者からの環境に関する苦情や意見・要望等を受け付けて、対応し記録する。 更新日：2024年5月31日

外部要望

受付日 受付内容 管理Ｎｏ 受付日 受付内容 顧客名 文書類 備考

6月27日 デクロランプラス含有調査 ローランドDG㈱ -
購買先への含有調査依頼

ASSY製品に対する非含有報告

6月28日 紛争鉱物調査依頼 SDK

紛争鉱物調査に伴う情報の取り

扱いに関して 購買品(半田・ペースト半田等）調査済

6月分 なし 6月30日

REACH管理物質　233物質　→　235物質

（1物質追加） ローランド㈱

含有管理対象物質【付表２】

（REACH高懸念物質

「SVHC」 Candidate List）

(14-June2023) 購買品(半田・ペースト半田等）調査済

7月分 なし

8月分 なし 8月28日 紛争鉱物調査依頼 フォート

紛争鉱物調査に伴う情報の取り

扱いに関して 購買品(半田・ペースト半田等）調査済

9月分

なし 9月14日

欧州REACH 規則において、2023年6月14日に

ECHA（欧州化学品庁）よりSVHC（高懸念物

質）の追加

2023 年 5 月に行われたストックホルム条約（POPs

条約）の国際会議で附属書 A(廃絶)に新たな物質

が追加 ローランドDG㈱

グリーン調達ガイドライン改定

(ver.30→ver.31）
購買先へのガイドライン更新伝達

ASSY製品に対する非含有報告

10月分 なし 10月26日 紛争鉱物調査依頼 フォート

紛争鉱物調査(EMRT)に伴う

情報の取り扱いに関して 購買品(半田・ペースト半田等）調査済

11月分 なし

12月分 なし

1月分 なし 1月25日

REACH管理物質　235物質　→　240物質

（5物質追加） ローランド㈱

含有管理対象物質【付表２】

（REACH高懸念物質

「SVHC」 Candidate List）

(23-January 2024) 購買品(半田・ペースト半田等）調査済

2月分 なし

3月分 3月27日

欧州REACH 規則において、2024年1月13日に

ECHA（欧州化学品庁）よりSVHC（高懸念物

質）の追加

また欧州の POPs 規則、REACH 規則で新たな物

質が追加 ローランドDG㈱

グリーン調達ガイドライン改定

(ver.31→ver.32）
購買先へのガイドライン更新伝達

ASSY製品に対する非含有報告

4月分 なし

5月分 なし

HPC EA-9-02 改訂0

苦情/意見

受付対象期間：2023年6月～2024年5月

外部との環境コミュニケ－ション受付簿［台帳］



(1) A版　令和6年4月1日 ぱるす新聞 2024年（令和6年）4月1日　10号　ぱるす新聞　（年刊）総務

出典：持続性推進機構HP、環境省HP（AFP＝時事）、経産省HP、JAXAHP、環境金融研究機構HP、グロービス経営大学院HP
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こ
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自
然
の
法
則
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し
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と
ら
え
、
全
員
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に
す
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事
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来
な

い
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理
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事
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●
適
切
な
場
（
環
境
の
提

供
）

●
助
言
（
人
材
育
成
）

に
よ
り
誰
し
も
上
位
、
中

位
に
な
れ
る
可
能
性
が
あ

る
と
も
い
え
ま
す
。

人
間
は
た
く
さ
ん
の
ご
み
を
排
出

し
て
い
ま
す
。

ここをクリック

宇宙
（主に人工衛星の破片）

エベレスト
（ボンベ・プラ・ペットボトル・生ご

み・し尿等）
富士山

（産廃不法投棄・プラ・ペットボト

ル・し尿等）

浜松パルス
（工場消耗品・事務用品・プラ・

電化製品・什器・その他）

購入物でも・タダで貰っ

た物でも廃棄時にはお

金や地球に負担がかか

ります。入手時に廃棄す

る時の事を考えてみま

せんか？

温室効果ガスの「排出量」と

「吸収量」・「除去量」を均衡させること

カーボンニュートラルを

表明した国・地域
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6.代表者による全体評価と見直しと指示 作成

作成　 2024年7月12日

確認 　コメント記載

1 エコアクション21文書（環境経営レポート） ■ ガイドライン2017年版の要求事項を反映

2 環境経営目標の達成状況 ■ 今期結果より来期目標及び項目の優先順位等を見直し

3 環境経営計画の実施及び実施状況 ■ 環境変化に合わせて来期の取り込み内容を見直し

4 環境関連法規の遵守状況 ■ 問題無し

5 外部からの環境に関する苦情や要望等 ■ 問題無し

6 問題点の是正・予防措置の実施状況 ■ 内部監査報告書等に記載

7 ■

　1）　環境マネジメントシステムの継続的改善

内部監査を有効に活用し、環境マネジメントシステムの運用状況と改善の機会を指示・確認することができました。

ただもっと、若い世代の社員へEA21の活動について理解を深めさせ、活動が活発化するような取り組みを

進めてください。

　2）環境保全の推進

生産量の増加に伴い、電力使用量の増加や、廃棄物の排出量が増加傾向にあります。安全衛生委員会の

活動と同期して、省エネの推進・リサイクル率の向上、そして安全な職場環境を実現させるように、社内環境の

保全をお願いします。

　3）SDGsへの取り組み

自社製品を通して、食品ロスへの取り組みを積極的に行い、地元地域からの理解を深められるようにお願いします。

そして、地域住民の利益や地域社会のニーズを追求し、社会的な存在を強めていきたいと考えています。

また、高校生の職場体験を積極的に受け入れて、未来への人材投資を行い、弊社に興味を持ってもらえるような

活動をお願いします。

株式会社　浜松パルス

代表取締役　鈴木康之

見直し項目
変更の
必要性

1 環境経営方針 有・無

2 環境経営目標 有・無

3 環境経営計画 有・無

4 環境に関する組織 有・無

5 その他のシステム要素 有・無

6 その他（外部への対応） 有・無

２
・
代
表
者
に
よ
る
全
体
評
価
・
見
直
し
指
示

2024年7月12日

指示事項等

生産量増加に伴い、電力使用量の増加が予測されます。省エネ活
動を社内へ推進し、CO2排出量を少しでも低減してください。

EA21の活動内容を若手社員へも啓発し、人材を育成するようにお
願いいたします。

内部監査を通して環境経営システムの運用状況の確認を行い、継
続的な改善を実施してください。

SDGsへの取り組みを通して、地域社会・地球環境との共存共栄を
図ってください。

藤田

　　　実施確認項目

１
・
見
直
し
関
連
情
報

その他 特に無し
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